
事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0108020200020101 事務事業名 道路新設改良総務管理事務事業
担当部 建設部

担当課 土木課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 猿渡　千弘

施策名 02 交通体系の充実 グループ
基本事業名 01 道路ネットワークの構築及び道路施設の保全 内線番号 2774

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 08 土木費 ■

項 02 道路橋梁費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 道路新設改良費 根拠法令・条例等 特になし

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

臨時職員の雇用数 件 1 1 1 1 1

土木積算システムの使用台数 台 5 5 5 5 5

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

課内の各種業務

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

　円滑に実施される

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

安全・快適に移動ができる

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 9,038 9,002 8,740 9,920 9,020

千円 9,038 9,002 8,740 9,920 9,020

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 9,038 9,002 8,740 9,920 9,020

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成29年度 （平成28年度

事務事業
コード

道路整備第2G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

【臨時職員雇用事務】・土木業務を円滑に実施するとともに、課内における庶務の一部を行うため、臨時職員を雇用する事務
【用地交渉事務、研修事務】・用地交渉及び研修で県内外に出張するための旅費支払いの事務
【消耗品等購入事務】・課内で必要なプリンタートナー等の消耗品等の購入を行う事務、【公用車燃料購入事務】・公用車の燃料費
【公用車車検手続き事務】・公用車の車検費用、【通信運搬費精算事務】・電話代、切手代、【公用車保険手続き事務】・公用車の保険料
【委託契約事務】・土木積算システムデータ作成委託
【使用料及び賃借契約事務】・コリンズ（工事実績情報）検索システム使用料、土木積算システム使用料、大型カラーコピー使用料
【公課費支払い事務】・公用車重量税

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
27年度 28年度 29年度 30年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

27年度 28年度 29年度 30年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

霧島市経営健全化推進計画（第２次／改定版）
（平成26 年12 月策定）において、持続可能な
健全財政を確立するため歳出削減に関する取
組を全庁的に推進する必要があるとされ、その
中で、需用費や役務費については常にコストを
意識し、不要不急な物品の購入や電気・電話・
水道の浪費等を厳に慎むこことで節減に努め、
また、ランニングコスト縮減に資する機器の導入
等を検討し、維持管理費の縮減に努めることとさ
れて
いる。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成28年度の実績及び成果

（１）平成28年度の実績（取組） （２）平成28年度の成果

【臨時職員雇用事務】
　事務補佐員雇用　5,500円×90日×1人＋5,600円×90日×1人＝
990,000円
【使用料及び賃借契約事務】
　土木積算システム使用料　86,415円×5台×12ヶ月＝5,184,900円
　

【臨時職員雇用事務】
　・事務補佐員を１名雇用し、契約関係書類の整理全般や庶務作業の一
部を行うことで、職員それぞれが担当業務に専念することが可能となり、
課内の土木設計業務を含め業務全般を円滑に進めることができた。
【使用料及び賃借契約事務】
　・土木積算システムを利用することで適正な積算業務を円滑にすすめる
ことができ、あわせて業務時間の短縮による職員の人件費削減ができた
。
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0108020200020101 道路新設改良総務管理事務事業
建設部

土木課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

☐

■

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

・ランニングコストを考慮し、リサイクル可能な消耗品購入等を行うことでコスト縮減を図る。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

消耗品等の購入方法を工夫することで経費を削減する余地がある
。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

財務会計システム等を使い、業務時間の削減を行っており、これ
以上の削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成29年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成30年度の方
向性
（具体的な取組）

【臨時職員雇用事務】土木業務を円滑に実施するとともに、課内における庶務の一部を行うため、臨時職員を雇用する事務
【消耗品等購入事務】課内で必要なプリンタートナー等の消耗品等の購入を行う事務、【公用車燃料購入事務】・公用車の燃料費
、【公用車車検手続き事務】公用車の車検費用、【通信運搬費精算事務】電話代、切手代、【公用車保険手続き事務】・公用車の
保険料、【委託契約事務】・土木積算システムデータ作成委託
【使用料及び賃借契約事務】・コリンズ（工事実績情報）検索システム使用料、土木積算システム使用料、大型カラーコピー使用料

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0108020200020101 道路新設改良総務管理事務事業
担当部 建設部

担当課 土木課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 999 1,008 1,010

8 0 0

9 4 20 20

10 0 0

11 1,404 1,623 1,630

699 700 700

480 475 480

0 0

0 0

0 0

225 448 450

0 0

0 0

0 0

12 179 214 220

50 50 50

0 0

0 0

129 164 170

13 395 1,189 400

14 5,736 5,804 5,710

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 23 62 30

28 0 0

8,740 9,920 9,020

0 0

0 0

0 0

0 0

8,740 9,920 9,020

計 8,740 9,920 9,020

当初予算 9,002 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 9,002 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成28年度　（決算） 平成29年度　（当初予算） 平成30年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成28年度補正・流用状況 平成28年度特定財源内訳

平成28当初予算には平成27年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0108040101010601 事務事業名 港湾施設維持管理事業
担当部 建設部

担当課 土木課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 猿渡　千弘

施策名 01 生活基盤の充実 グループ 河川港湾グループ

基本事業名 06 公園・広場等の整備 内線番号
会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 08 土木費 ■ H 18 年度～）

項 04 港湾費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 港湾管理費 根拠法令・条例等 港湾法

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

福山港 箇所 1 1 1 1 1

隼人港 箇所 1 1 1 1 1

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

隼人港周辺の住民

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

施設を快適に利用できるようにする。

安心安全な生活ができるようにする

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

憩いと交流の場が確保される

　

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 108 108 108 108 108

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 794 911 759 881 1,105

千円 902 1,019 867 989 1,213

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 902 1,019 867 989 1,213

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成29年度 （平成28年度

事務事業
コード

2781・2782

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

福山港隣接地に設置された海洋性レクリエーション施設（海水浴場）のトイレ・シャワー室、緑地広場の管理を、県からの委託を受けて行うものである
。
また、隼人港の高潮対策で設置された防潮扉は、合併以前より県の委託を受けて管理しているが、開閉などの維持管理を、地元消防団に委託して
おり、県との契約及び消防団との契約等の事務を行う。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
27年度 28年度 29年度 30年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
福山港の海洋性レクリエーション施設
の利用者及び住民

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

27年度 28年度 29年度 30年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

福山港：H18から整備済みの施設について、県
から委託を受けて、維持管理を行っている。
隼人港：防潮扉の管理は、県からの委託を受け
て、合併前から行っている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成28年度の実績及び成果

（１）平成28年度の実績（取組） （２）平成28年度の成果

福山港　福山海浜緑地広場
　　　　・浄化槽点検業務委託により、浄化槽の維持管理を実施した。
　　　　・トイレ清掃業務委託により、トイレの維持管理を実施した。
　　　　・広場の除草作業業務委託により、広場の維持管理を実施した。
隼人港　隼人港の防潮扉の維持管理を消防団に委託して、維持管理を
　　　　　行った。

　福山港の福山海浜緑地広場の維持管理を適正に行った事で、福山港
を訪れる市民が、快適に施設を利用できるようになった。
　隼人港においては、防潮扉の定期的な維持管理と、梅雨や台風などの
豪雨時にも適正な維持管理が行われたことから、防潮扉管理による災害
はなかった。
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0108040101010601 港湾施設維持管理事業
建設部

土木課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　福山港の施設管理は、除草範囲も広く、除草回数も減らせない
ため、削減できない。
隼人港の防潮扉の維持管理は、県からの支出金の中で、必要最
小限度の範囲で実施しているため削減できない。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　福山港、隼人港の事業とも、業務委託で実施しているため削減
できない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成29年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　福山港の施設の維持管理は、業務委託契約であるため、不具合が生じたらすぐに職員へ報告してもらう。
隼人港の防潮扉の維持管理は、県及び消防団との管理委託契約により、引き続き防潮扉の適正な維持管理を行い災害防止に
取り組む。

（３）平成30年度の方
向性
（具体的な取組）

　継続して福山港の施設の維持管理を業務委託し、隼人港においては防潮扉の管理委託契約を、県及び消防団と結び、災害が
起きないよう維持管理を行う。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0108040101010601 港湾施設維持管理事業
担当部 建設部

担当課 土木課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 279 303 323

50 50 50

0 0

0 0

0 0

229 223 243

0 30 30

0 0

0 0

0 0

12 10 10 10

0 0

0 0

10 10 10

0 0

13 578 676 880

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

867 989 1,213

0 0

108 108 108

0 0

0 0

759 881 1,105

計 867 989 1,213

当初予算 1,019 区分 名称 金額

補正予算 0 県支出金 水門管理業務費 108

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,019 0

0

0

0

0

合　計 108

事務事業
コード

事　務
事業名

平成28年度　（決算） 平成29年度　（当初予算） 平成30年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成28年度補正・流用状況 平成28年度特定財源内訳

平成28当初予算には平成27年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0108020301020101 事務事業名 新川北線道路整備事業
担当部 建設部

担当課 土木課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 猿渡　千弘

施策名 02 交通体系の充実 グループ
基本事業名 01 道路ネットワークの構築及び道路施設の保全 内線番号 2774

会計 一般会計 □ 単年度のみ

款 08 土木費 □

項 02 道路橋梁費 ■ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 幹線市道整備事業費 根拠法令・条例等 都市計画法

評価区分 簡易評価 評価対象 ２次評価 関連計画 第一次霧島市総合計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

上部工 式 1 1 1

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民

道路の利用者

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

通行の安全が図られる。

快適に移動できるようになる。

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

安全・快適に移動ができる

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 26,757 15,400 8,591 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 913,900 602,000 670,200 0 0

千円 48,176 0 5,907 0 0

千円 114 31,900 29,534 0 0

千円 988,947 649,300 714,232 0 0

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 988,947 649,300 714,232 0 0

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成29年度 （平成28年度

事務事業
コード

道路整備第１・２G

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

H22 H28

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

霧島市総合計画の基本計画に基づき、計画した道路ネットワークの市道及び橋梁について、調査設計及び施工を計画的に行う。
・計画路線の調査測量設計業務の委託を行う。
・計画路線について地元説明会を行う。
・しらさぎ橋の橋梁工事を行う。
・平成２５年度　橋台 １基、橋脚 ２基
・平成２６年度　橋脚 １基、橋梁上部工 １式
・平成２７年度　橋梁上部工 １式、取付道路　1式
・平成２８年度　橋梁上部工 １式、取付道路　1式

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
27年度 28年度 29年度 30年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

27年度 28年度 29年度 30年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

この新川北線の道路整備に対して市民から早
期完成の要望が寄せられており、特に新設橋で
あるしらさぎ橋の早期完成の要望が寄せられた
。
平成27年3月予算常任委員会で早期完成をもと
める意見があった。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成28年度の実績及び成果

（１）平成28年度の実績（取組） （２）平成28年度の成果

○27年度繰越工事
　橋梁上部工事　一式
　取付道路　一式
○28年度工事
　橋梁上部工事　一式
　取付道路　一式
　設計等委託　一式

今年度は、橋梁上部工事及び橋の取付道路の工事が完成し、しらさぎ橋
を供用開始したことで本区間を市民や利用者が安全・快適に移動するこ
とができるようになった。
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0108020301020101 新川北線道路整備事業
建設部

土木課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局 建設部長 島内拓郎

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

（２）総　評

しらさぎ橋にかかる事務事業であり、平成２８年度で供用開始したことから事業完了となり廃止はやむを得ない。

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

設計段階において、工法の詳細検討を実施することで、よりコスト
縮減を図っており、事業費の削減はこれ以上できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

事業に関しては最低限の職員数で担当しており、可能な限り用地
交渉、工事管理監督業務は勤務時間内に対応することで人件費
の抑制を行っており、これ以上の削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成29年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成30年度の方
向性
（具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0108020301020101 新川北線道路整備事業
担当部 建設部

担当課 土木課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 6,250 0

14 0 0

15 707,791 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 191 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

714,232 0 0

8,591 0

0 0

670,200 0

5,907 0

29,534 0 0

計 714,232 0 0

当初予算 797,264 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 51,720 地方債 合併特例債 670,200

▲ 51,720 国庫支出金 社会資本整備総合交付金 8,591

0 その他 特定建設事業繰入金 5,907

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 1,391 0

予算合計 744,153 0

0

0

0

0

合　計 684,698

事務事業
コード

事　務
事業名

平成28年度　（決算） 平成29年度　（当初予算） 平成30年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成28年度補正・流用状況 平成28年度特定財源内訳

補正第6号

平成28当初予算には平成27年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0108020301020102 事務事業名 幹線市道整備事業
担当部 建設部

担当課 土木課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 猿渡　千弘

施策名 02 交通体系の充実 グループ
基本事業名 01 道路ネットワークの構築及び道路施設の保全 内線番号

会計 一般会計 □ 単年度のみ

款 08 土木費 ■ H 17 年度～）

項 02 道路橋梁費 □ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 幹線市道整備事業費 根拠法令・条例等 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 社会資本総合整備計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

事業路線 路線 5 4 4 4 4

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民

道路の利用者

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

通行の安全が図られる。

快適に移動できるようになる。

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

安全・快適に移動ができる

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 72,812 78,705 55,839 69,685 155,367

千円 0 0 0 0 0

千円 84,800 61,100 68,700 36,300 120,700

千円 2,925 0 2,452 0 0

千円 1,846 3,295 1,451 20,715 6,419

千円 162,383 143,100 128,442 126,700 282,486

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 162,383 143,100 128,442 126,700 282,486

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成29年度 （平成28年度

事務事業
コード

道路整備第１・２G

2771・2774

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

霧島市総合計画の基本計画に基づき、計画した道路ネットワークの市道及び橋梁について、調査設計及び施工を計画的に行う。
・計画路線の調査測量設計業務の委託を行う。
・計画路線について地元説明会を行う。
・道路用地の買収に係る交渉及び契約を行う。
・道路改良工事を行う。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
27年度 28年度 29年度 30年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

27年度 28年度 29年度 30年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

各路線に対して、地元自治会等から道路拡幅
および道路新設の早期完成の要望が寄せられ
ており、特に溝辺地区の馬立北原線の整備に
ついては平成26年4月石峯地区自治公民館長
から要望があり、また、平成28年度の地域まち
づくり事業実施計画においても溝辺地区の馬立
北原線、隼人地区の住吉東線の早期完成の要
望が寄せられた。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成28年度の実績及び成果

（１）平成28年度の実績（取組） （２）平成28年度の成果

○27年度繰越
 　鎮守尾～上之原線（工事延長164m）
　 川跡～有下線(用地補償一式)
　
○28年度工事
   住吉東線(工事延長140m、補償一式)
　 馬立北原線(補償算定一式、用地補償一式)
 　川跡～有下線(補償算定一式、用地補償一式) 
　 

今年度は、国分地区の鎮守尾～上之原線が完成したことや隼人地区の 
住吉東線が一部完成したことで、通行の安全が図られ快適に移動できる
ようになった。また、溝辺地区の馬立北原線や国分地区の川跡～有下線
の補償算定が完了し、用地交渉に向けての準備が整った。
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0108020301020102 幹線市道整備事業
建設部

土木課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

設計段階において、工法の詳細検討を実施することで、よりコスト
縮減を図っており、事業費の削減はこれ以上できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

事業に関しては最低限の職員数で担当しており、可能な限り用地
交渉、工事管理監督業務は勤務時間内に対応することで人件費
の抑制を行っており、これ以上の削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成29年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・設計段階において、工法の詳細検討を実施することで、よりコスト縮減を図っており、今後、継続して事業を行う。
・工事用地の先行取得を進め、事業の進捗を図ることで成果の早期発現に努める。　　　　

（３）平成30年度の方
向性
（具体的な取組）

道路ネットワークの構築に向けて、幹線道路の渋滞解消のためのバイパス道路の整備や地域の拠点施設等を結ぶアクセス道路
の整備を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　・国分地区・・・川跡～有下線　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　・隼人地区・・・住吉東線　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・溝辺地区・・・馬立北原線、論地通り１号線　　　　

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0108020301020102 幹線市道整備事業
担当部 建設部

担当課 土木課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 1,607 7,650 20,000

14 0 0

15 99,387 79,000 197,186

16 0 0

17 公有財産購入費 15,058 8,480 8,000

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 12,390 31,570 57,300

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

128,442 126,700 282,486

55,839 69,685 155,367

0 0

68,700 36,300 120,700

2,452 0

1,451 20,715 6,419

計 128,442 126,700 282,486

当初予算 213,607 区分 名称 金額

補正予算 0 国庫支出金 社会資本整備総合交付金 55,839

0 地方債 合併特例債 68,700

0 その他 繰越金 2,452

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 1,391 0

予算合計 214,998 0

0

0

0

0

合　計 126,991

事務事業
コード

事　務
事業名

平成28年度　（決算） 平成29年度　（当初予算） 平成30年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成28年度補正・流用状況 平成28年度特定財源内訳

平成28当初予算には平成27年度からの繰越分を含む

12



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0108020201020104 事務事業名 道路新設改良事業
担当部 建設部

担当課 土木課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 猿渡　千弘

施策名 02 交通体系の充実 グループ
基本事業名 01 道路ネットワークの構築及び道路施設の保全 内線番号

会計 一般会計 □ 単年度のみ

款 08 土木費 ■ H 17 年度～）

項 02 道路橋梁費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 道路新設改良費 根拠法令・条例等 特になし

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 第一次霧島市総合計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

事業路線 路線 17 13 11 11 8

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民

道路の利用者

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

通行の安全が図られる。

快適に移動できるようになる。

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

安全・快適に移動ができる

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 59,700 193,400 135,100 206,400 234,800

千円 198,457 0 37,000 0 0

千円 4,689 64,125 36,548 48,740 14,938

千円 262,846 257,525 208,648 255,140 249,738

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 262,846 257,525 208,648 255,140 249,738

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成29年度 （平成28年度

事務事業
コード

道路整備第1･2G

2771・2774

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

１．「市町村の合併の特例に関する法律」の下で合併した市町村が行う市町村建設計画（第一次霧島市総合計画　実施計画書）に基づく整備事業
　　（特例債事業）
２．地方公共団体が単独事業として行う市町村道の整備事業（道路整備事業債事業）
３．上記以外の単独事業（一般財源）
　　霧島市総合計画の基本計画に基づき、計画した道路ネットワークの市道及び橋梁について、調査設計及び施工を計画的に行う。
　　　・計画路線の調査測量設計業務の委託を行う。　・計画路線について地元説明会を行う。
　　　・道路用地の買収に係る交渉及び契約を行う。　・道路改良工事を行う。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
27年度 28年度 29年度 30年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

27年度 28年度 29年度 30年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

隼人地区の宮の杜線について、平成26年9月隼
人町内地区自治会連絡協議会等から早期完成
の要望が寄せられた。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成28年度の実績及び成果

（１）平成28年度の実績（取組） （２）平成28年度の成果

○【27年度繰越】小田西線(工事延長800m)
○【28年度】川跡～新川線（用地一式）、広瀬～野口線(工事延長33m、
用地補償一式)、（仮称）新町～久保田線(補償調査一式)、国分中央高
校～国分郵便局線（設計委託一式)、内山田～小田線(工事延長41m、
設計委託一式、補償一式)、宮の杜線(工事延長157m、補償一式)、神宮
～内山田２号線（測量設計一式)、隼中北～山王上線（予備設計一式)、
宝瀬線(工事延長170m、補償一式）、龍石線（工事延長48m、用地補償
一式)

今年度は隼人地区の宮の杜線、福山地区においては宝瀬線が完了し、
隼人地区の内山田～小田線、国分地区の広瀬～野口線の工事を進め
たことにより、市民の円滑な移動性が高まり、地域を訪れる人の安心感も
向上した。
さらに、隼人地区の神宮～内山田２号線の測量等が完了し、橋の設計に
向けての準備が整った。
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0108020201020104 道路新設改良事業
建設部

土木課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

設計段階において、工法の詳細検討を実施することで、よりコスト
縮減を図っており、事業費の削減はこれ以上できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

事業に関しては最低限の職員数で担当しており、可能な限り用地
交渉、工事管理監督業務は勤務時間内に対応することで人件費
の抑制を行っており、これ以上の削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成29年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・設計段階において、工法の詳細検討を実施することで、よりコスト縮減を図っており、今後、継続して事業を行う。
・工事用地の先行取得を進め、事業の進捗を図ることで成果の早期発現に努める。　　　　

（３）平成30年度の方
向性
（具体的な取組）

道路ネットワークの構築に向けて地域の拠点施設等を結ぶアクセス道路の整備を行う。（予定）
国分地区・・・・川跡～新川線、天降川東通り線、天降川東通り２号線、広瀬～野口線、（仮称）新町～久保田線
隼人地区・・・・神宮～内山田２号線、神宮～内山田線、宮内～松山線

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0108020201020104 道路新設改良事業
担当部 建設部

担当課 土木課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 980 9,000 1,000

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

980 9,000 1,000

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 11,920 42,000 43,500

14 0 0

15 143,224 70,010 121,338

16 0 0

17 公有財産購入費 9,028 59,130 16,000

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 43,496 75,000 67,900

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

208,648 255,140 249,738

0 0

0 0

135,100 206,400 234,800

37,000 0

36,548 48,740 14,938

計 208,648 255,140 249,738

当初予算 295,525 区分 名称 金額

補正予算 0 地方債 合併特例債 135,100

0 その他 繰越金 37,000

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 432 0

予算合計 295,093 0

0

0

0

0

合　計 172,100

事務事業
コード

事　務
事業名

平成28年度　（決算） 平成29年度　（当初予算） 平成30年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成28年度補正・流用状況 平成28年度特定財源内訳

平成28当初予算には平成27年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0108020201020105 事務事業名 辺地対策道路整備事業
担当部 建設部

担当課 土木課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 猿渡　千弘

施策名 02 交通体系の充実 グループ
基本事業名 01 道路ネットワークの構築及び道路施設の保全 内線番号

会計 一般会計 □ 単年度のみ

款 08 土木費 ■ H 17 年度～）

項 02 道路橋梁費 □ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 道路新設改良費 根拠法令・条例等 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 辺地総合整備計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

事業路線 路線 7 6 6 5 5

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

辺地地域に住んでいる市民

辺地地域を訪れる人

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

円滑に移動できる

安心して訪れることができる

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

安全・快適に移動ができる

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 158,100 126,100 89,100 96,400 127,500

千円 105 0 59 0 0

千円 384 0 7,571 0 0

千円 158,589 126,100 96,730 96,400 127,500

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 158,589 126,100 96,730 96,400 127,500

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成29年度 （平成28年度

事務事業
コード

道路整備第１・２G

2771・2774

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

辺地対策事業・・・「辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律」に基づき、辺地（交通条件及び自然的、経済
的、文化的諸条件に恵まれず、他の地域と比較して、住民の生活文化水準が著しく低い山間地、離島、その他のへんぴな地域）とその他の地域と
の間における格差の是正を図ることを目的として行われる公共的施設の整備（辺地債事業）。
霧島市総合計画の基本計画に基づき、計画した道路ネットワークの市道及び橋梁について、調査設計及び施工を計画的に行う。
・計画路線の調査測量設計業務の委託を行う。
・計画路線について地元説明会を行う。
・道路用地の買収に係る交渉及び契約を行う。
・道路改良工事を行う。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
27年度 28年度 29年度 30年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

27年度 28年度 29年度 30年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

国分地区の上之段～塚脇線、霧島地区の木原
～年之神線、溝辺地区の新香線に、平成26年
度、木原地区自治公民館長や永尾地区自治公
民館長等から道路拡幅の早期着工、早期完成
の要望が寄せられた。　また、平成27年度地域
審議会において霧島地区の木原～年之神線、
泉水～市後柄線の早期完成の要望があった。 投

入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成28年度の実績及び成果

（１）平成28年度の実績（取組） （２）平成28年度の成果

○【27年度繰越】上之段～塚脇線(工事延長173m、用地一式)
　木原～年之神線(工事延長50m)、新香線（工事延長108m、補償一式）
○【28年度】
　口輪野～永迫線(工事延長152m、測量設計一式、補償一式)　
　上之段～塚脇線（工事延長197m、補償一式)
　泉水～市後柄線（測量設計一式）
  横川～山ヶ野線（測量設計一式、用地補償一式）

今年度は、国分地区の口輪野～永迫線、上之段～塚脇線、溝辺地区の
新香線が一部完成したことにより、地域の市民が円滑に移動でき、また、
地域を訪れる人が安心して訪れることができるようになり、辺地地域の格
差是正を図ることができた。さらに、横川地区の横川～山ヶ野線、霧島地
区の泉水～市後柄線の測量設計が完了し、用地交渉等に向けての準備
が整った。
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0108020201020105 辺地対策道路整備事業
建設部

土木課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

設計段階において、工法の詳細検討を実施することで、よりコスト
縮減を図っており、事業費の削減はこれ以上できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

事業に関しては最低限の職員数で担当しており、可能な限り用地
交渉、工事管理監督業務は勤務時間内に対応することで人件費
の抑制を行っており、これ以上の削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成29年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・設計段階において、工法の詳細検討を実施することで、よりコスト縮減を図っており、今後、継続して事業を行う。
・工事用地の先行取得を進め、事業の進捗を図ることで成果の早期発現に努める。　　　　

（３）平成30年度の方
向性
（具体的な取組）

辺地地域における交通条件の格差是正を図るため、道路の整備を行う。（予定）
国分地区・・・・口輪野～永迫線、上之段～塚脇線
溝辺地区・・・・新香線
横川地区・・・・横川～山ヶ野線
霧島地区・・・・泉水～市後柄線

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0108020201020105 辺地対策道路整備事業
担当部 建設部

担当課 土木課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 16,929 0 2,000

14 0 0

15 79,084 88,300 115,000

16 0 0

17 公有財産購入費 409 3,700 4,000

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 308 4,400 6,500

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

96,730 96,400 127,500

0 0

0 0

89,100 96,400 127,500

59 0

7,571 0 0

計 96,730 96,400 127,500

当初予算 147,111 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 1,310 地方債 辺地対策事業債 89,100

▲ 1,310 その他 繰越金 59

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 432 0

予算合計 146,233 0

0

0

0

0

合　計 89,159

事務事業
コード

事　務
事業名

平成28年度　（決算） 平成29年度　（当初予算） 平成30年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成28年度補正・流用状況 平成28年度特定財源内訳

補正第6号

平成28当初予算には平成27年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0108020201020107 事務事業名 過疎対策事業
担当部 建設部

担当課 土木課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 猿渡　千弘

施策名 02 交通体系の充実 グループ
基本事業名 01 道路ネットワークの構築及び道路施設の保全 内線番号

会計 一般会計 □ 単年度のみ

款 08 土木費 ■ H 17 年度～）

項 02 道路橋梁費 □ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 道路新設改良費 根拠法令・条例等

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画  霧島市過疎地域自立促進計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

事業路線 路線 7 5 6 5 3

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

過疎地域に住んでいる市民

過疎地域を訪れる人

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

円滑に移動できる

安心して訪れることができる

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

安全・快適に移動ができる

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 179,500 114,000 107,000 125,100 116,600

千円 176 0 134 0 0

千円 168 0 126 0 0

千円 179,844 114,000 107,260 125,100 116,600

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 179,844 114,000 107,260 125,100 116,600

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成29年度 （平成28年度

事務事業
コード

道路整備第１・２G

2771・2774

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

過疎地域自立促進特別措置法第2条、同法第6条

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

過疎対策事業は過疎地域自立促進特別措置法第2条の規定により公示された過疎市町村が同法第６条の規定により策定する市町村計画に基づ
き実施する事業で住民の日常的な移動のための交通手段の確保、集落の維持及び活性化その他の住民が将来にわたり安全に安心して暮らすこと
のできる地域社会の実現を図るため特別に地方債を財源として行うことが必要と認められる事業。（過疎債事業）
霧島市総合計画の基本計画に基づき、計画した道路ネットワークの市道及び橋梁について、調査設計及び施工を計画的に行う。
・計画路線の調査測量設計業務の委託を行う。
・計画路線について地元説明会を行う。
・道路用地の買収に係る交渉及び契約を行う。
・道路改良工事を行う。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
27年度 28年度 29年度 30年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

27年度 28年度 29年度 30年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

牧園地区の三体堂線には平成27年8月の通学
路合同点検や平成28年度地域まちづくり事業
実施計画において早急な道路拡幅の要望があ
った。また、横川地区の今村～黒葛原線につい
て平成28年度地域まちづくり事業実施計画にお
いて道路拡幅の要望があった。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成28年度の実績及び成果

（１）平成28年度の実績（取組） （２）平成28年度の成果

○27年度繰越工事
　　城山２号線(工事延長120m、用地測量一式、申請書作成委託一式)
　　三体堂～浅谷線（工事延長108m）
　　
○28年度工事
　　今村～黒葛原線(用地補償一式)
　　三体堂線(測量設計一式、用地補償一式)
　　落水田～万膳線(工事延長88m)
　　池田～財部線(用地補償一式)

今年度は牧園地区の三体堂～浅谷線が全線完了し、また、横川地区の
城山２号線、牧園地区の落水田～万膳線の改良工事を進めたことにより
、地域市民の円滑な移動性が高まり、地域を訪れる人の安心感も向上し
た。
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0108020201020107 過疎対策事業
建設部

土木課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

設計段階において、工法の詳細検討を実施することで、よりコスト
縮減を図っており、事業費の削減はこれ以上できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

事業に関しては最低限の職員数で担当しており、可能な限り用地
交渉、工事管理監督業務は勤務時間内に対応することで人件費
の抑制を行っており、これ以上の削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成29年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・設計段階において、工法の詳細検討を実施することで、よりコスト縮減を図っており、今後、継続して事業を行う。
・工事用地の先行取得を進め、事業の進捗を図ることで成果の早期発現に努める。　　　　

（３）平成30年度の方
向性
（具体的な取組）

過疎地域における、住民の安心安全な移動のための交通手段の確保を図るため、道路の整備を行う。（予定）
横川地区・・・・城山２号線、今村～黒葛原線
牧園地区・・・・三体堂線

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0108020201020107 過疎対策事業
担当部 建設部

担当課 土木課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 7,935 1,800 8,500

14 0 0

15 95,736 116,200 101,600

16 0 0

17 公有財産購入費 496 2,700 2,000

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 3,093 4,400 4,500

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

107,260 125,100 116,600

0 0

0 0

107,000 125,100 116,600

134 0

126 0 0

計 107,260 125,100 116,600

当初予算 171,429 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 28,130 地方債 過疎対策事業債 107,000

▲ 28,130 その他 繰越金 134

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 143,299 0

0

0

0

0

合　計 107,134

事務事業
コード

事　務
事業名

平成28年度　（決算） 平成29年度　（当初予算） 平成30年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成28年度補正・流用状況 平成28年度特定財源内訳

補正第6号

平成28当初予算には平成27年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0108030101020201 事務事業名 県施行河川関係負担金事業
担当部 建設部

担当課 土木課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 猿渡　千弘

施策名 02 交通体系の充実 グループ 河川港湾グループ

基本事業名 02 鉄道・航空の路線確保及び港湾の整備促進 内線番号 2781

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 08 土木費 ■ 不明）

項 03 河川費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 河川管理費 根拠法令・条例等 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律ほか

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

県営事業の急傾斜地崩壊対策事業・県単砂防（施設整備）事業 箇所 7 9 8 10 10

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

急傾斜地の防護区域内の住民

住民の生命、財産

道路・水路等の機能

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

土砂災害から住民の生命、財産を守る

住民の生命、財産を守る

道路・水路等の機能が保たれる

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

利便性が確保される

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 20,120 0 0 0 0

千円 16 24,000 35,645 24,000 24,800

千円 20,136 24,000 35,645 24,000 24,800

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 20,136 24,000 35,645 24,000 24,800

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成29年度 （平成28年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　土石流などの土砂災害から、地域住民の生命・財産を守るとともに、市民が生活していくために必要な道路や水路の機能維持を図るために、県が
事業主体となって行う、「急傾斜地崩壊対策事業」・「県単砂防（施設整備）事業」・「総合流域防災事業」の事業費の一部（１０％）を負担する業務で
ある。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
27年度 28年度 29年度 30年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

27年度 28年度 29年度 30年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

地域からの危険箇所の対策要望によって事業
が採択される。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成28年度の実績及び成果

（１）平成28年度の実績（取組） （２）平成28年度の成果

県発注の急傾斜地崩壊対策事業６箇所、県単砂防（施設整備）事業１箇
所、総合流域防災事業１箇所の、合計８箇所の事業費の一部（１０％）を
負担した。

県発注の急傾斜地崩壊対策事業６箇所、県単砂防（施設整備）事業１箇
所、総合流域防災事業１箇所の、合計８箇所の事業費の一部（１０％）を
負担したことで、事業促進が図られた。

数字を入れると「Ｈ」
が付きます。

元号選
択

年度～
年代～
年頃～不明
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0108030101020201 県施行河川関係負担金事業
建設部

土木課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦
県営事業の負担金事業なので、人件費は削減できない。

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

県の事業方針に基づき継続して事業を促進してゆくほか、新規事業要望箇所についても事業採択に向けて協議する。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

県営事業の事業費の負担金であり、工事が必要な箇所であるた
め削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成29年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

県営事業の負担金事業なので、改善改革は無く、継続して事業に取組む。また、新規地区の要望についいては、速やかに県に
繋ぐようにして、引き続き危険箇所の早期整備が図られるように当事業を継続する。

（３）平成30年度の方
向性
（具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0108030101020201 県施行河川関係負担金事業
担当部 建設部

担当課 土木課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 35,645 24,000 24,800

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

35,645 24,000 24,800

0 0

0 0

0 0

0 0

35,645 24,000 24,800

計 35,645 24,000 24,800

当初予算 24,000 区分 名称 金額

補正予算 11,645 0

11,645 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 35,645 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成28年度　（決算） 平成29年度　（当初予算） 平成30年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成28年度補正・流用状況 平成28年度特定財源内訳

補正第6号

平成28当初予算には平成27年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0108040101020201 事務事業名 県施行港湾関係負担金事業
担当部 建設部

担当課 土木課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 猿渡　千弘

施策名 02 交通体系の充実 グループ 河川港湾グループ

基本事業名 02 鉄道・航空の路線確保及び港湾の整備促進 内線番号
会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 08 土木費 ■ H 18 年頃～）

項 04 港湾費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 港湾管理費 根拠法令・条例等 海岸法第２８条第２項・地方財政法第２７条第２項

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

県営港湾整備事業における事業費の一部を負担し、港湾の整備・改修を進めてもらう。

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

県営の港湾整備事業の箇所数（福山港）･（隼人港） 箇所 1 1 2 1 1

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

港湾（福山港）･（隼人港）

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

整備・改修される

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

利便性が確保できる

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 1,200 0 0 0 0

千円 0 2,160 2,160 2,600 1,540

千円 1,200 2,160 2,160 2,600 1,540

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,200 2,160 2,160 2,600 1,540

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

県営港湾整備事業（福山港）（隼人港）の事業費の一部負担をした。 福山港･隼人港の整備・改修を行い、事業促進が図られた。

平成29年度 （平成28年度

事務事業
コード

2781・2782

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
27年度 28年度 29年度 30年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

27年度 28年度 29年度 30年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

県営港湾整備事業における負担金事業のため
特になし。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成28年度の実績及び成果

（１）平成28年度の実績（取組） （２）平成28年度の成果

数字を入れると「Ｈ」
が付きます。

元号選
択

年度～
年代～
年頃～不明
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0108040101020201 県施行港湾関係負担金事業
建設部

土木課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　県営事業の負担金であり、県としての負担額算定根拠があるた
め、事業継続のためには削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　県営事業の負担金であり、県としての負担額算定根拠があるた
め、事業継続のためには削減できない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成29年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　継続して県営事業（福山港・隼人港）の整備がある場合は負担割合に応じた費用負担をし、港湾施設の整備・改修の早期整備
を図る。

（３）平成30年度の方
向性
（具体的な取組）

　継続して県営事業（福山港・隼人港）の一部費用負担をし、引き続き港湾施設の整備・改修と早期整備が図られるよう、負担金事
業を継続する。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0108040101020201 県施行港湾関係負担金事業
担当部 建設部

担当課 土木課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 2,160 2,600 1,540

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

2,160 2,600 1,540

0 0

0 0

0 0

0 0

2,160 2,600 1,540

計 2,160 2,600 1,540

当初予算 2,160 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 2,160 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成28年度　（決算） 平成29年度　（当初予算） 平成30年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成28年度補正・流用状況 平成28年度特定財源内訳

平成28当初予算には平成27年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0108030101040101 事務事業名 水門維持管理事業
担当部 建設部

担当課 土木課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 猿渡　千弘

施策名 04 防災対策の推進 グループ 河川港湾グループ

基本事業名 01 防災関連施設の整備 内線番号
会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 08 土木費 ■ 不明）

項 03 河川費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 河川管理費 根拠法令・条例等 水防法

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

水門・樋門の維持管理 箇所 16 16 16 16 16

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

安心・安全な生活ができるようにする。

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

水害の無い地域になる

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

特になし 千円 0 0 0 0 0

千円 1,222 1,292 1,272 1,324 1,376

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 187 187 194 201 210

千円 1,409 1,479 1,466 1,525 1,586

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,409 1,479 1,466 1,525 1,586

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成29年度 （平成28年度

事務事業
コード

2781・2782

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

県が設置した樋門１２箇所の開閉操作を、県の管理委託を受けて消防団に業務を委託。市が設置した樋門４箇所についても同様に業務を委託。
隼人地区は１堰（県直営管理）を除き、また国分地区は１樋門（職員が管理）を除き、消防団に業務を委託して管理する。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
27年度 28年度 29年度 30年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

27年度 28年度 29年度 30年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成28年度の実績及び成果

（１）平成28年度の実績（取組） （２）平成28年度の成果

　国分地区は県管理の樋門４箇所（内職員管理１箇所）と市管理の樋門（
２箇所）の合計６か所の維持管理を消防団に委託して行った。
　隼人地区は県設置の樋門・水門８箇所と、市設置の樋門・水門２箇所
の合わせて１０箇所の維持管理を消防団に委託して実施した。

　定期的な維持管理と、梅雨や台風などの豪雨時の維持管理が行われ
たが、想定外の雨量や対応の遅れにより、一部で浸水被害が見られた。

数字を入れると「Ｈ」
が付きます。

元号選
択

年度～
年代～
年頃～不明
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0108030101040101 水門維持管理事業
建設部

土木課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

　県及び消防団との管理委託契約により、引き続き水門の適正な維持管理を行い災害防止に取り組む。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　水門・樋門の維持管理は、県からの支出金の中で、必要最小限
度の範囲で実施しているため削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　消防団と管理委託契約を結んで実施しているため、これ以上削
減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成29年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成30年度の方
向性
（具体的な取組）

　継続して水門・樋門の管理委託契約を県及び消防団と結び、定期的に情報共有会議等を開いて、災害が起きないよう維持管理
を行う。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0108030101040101 水門維持管理事業
担当部 建設部

担当課 土木課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 1,466 1,525 1,586

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

1,466 1,525 1,586

0 0

1,272 1,324 1,376

0 0

0 0

194 201 210

計 1,466 1,525 1,586

当初予算 1,479 区分 名称 金額

補正予算 0 県支出金 水門管理業務費 1,272

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,479 0

0

0

0

0

合　計 1,272

事務事業
コード

事　務
事業名

平成28年度　（決算） 平成29年度　（当初予算） 平成30年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成28年度補正・流用状況 平成28年度特定財源内訳

平成28当初予算には平成27年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0108030101040201 事務事業名 河川維持管理事業
担当部 建設部

担当課 土木課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 猿渡　千弘

施策名 04 防災対策の推進 グループ 河川港湾グループ

基本事業名 02 災害危険箇所の整備 内線番号
会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 08 土木費 ■ H 19 年度～）

項 03 河川費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 河川管理費 根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

工事、修繕箇所 箇所 3 4 8 4 5

寄洲除去、伐採箇所 箇所 12 12 10 9 10

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

維持補修の必要な河川 維持補修の必要な河川の数 河川 164 164 164 164 164

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

安全に良好な通水が保たれる ％ 100 100 100 100 100

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

安全性が確保される ％ 31 31 31 31

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 4,900 0 0 0 0

千円 6,000 0 0 0 0

千円 5,368 6,005 5,359 6,005 6,005

千円 16,268 6,005 5,359 6,005 6,005

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 16,268 6,005 5,359 6,005 6,005

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成29年度 （平成28年度

事務事業
コード

2781、2782

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　護岸決壊や河川氾濫等の水害を未然に防ぐため、市が管理する河川（準用河川６５本、普通河川９９本）の堤防陥没・浸食等、小規模な被災箇所
の修繕補修や除草など日常管理を行う。※河川内の雑草除去については河川ボランティア等と協働で行っている箇所もある。
①護岸、河道、工作物等の異常を巡視や通報により把握
②現場状況確認
③実施要否判断
④関係機関と協議
⑤修繕や改修工事・委託の発注
⑥工事委託終了後の検査

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
27年度 28年度 29年度 30年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
年度対応率（修繕対象箇所数/改修が必要と
判断された箇所数）

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
危険箇所数に対する整備済箇所数の割合＝
工事進捗率（砂防関係）

イ

ウ

27年度 28年度 29年度 30年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　公共災害復旧事業に該当しない小規模な災
害箇所の復旧、堤防の維持補修、除草等を行
い、安全性の確保を図る目的で平成１９年度より
開始した。
　近年は局部的な集中豪雨などが発生し易く、
また、護岸施設の経年劣化等により小規模な堤
防の陥没・決壊などが増える傾向にある。
　市民からは、被災箇所を小規模な被災の段階
で復旧し、被災箇所の拡大及び二次災害の防
止を求められているため早めの対応（補修・修
繕等）が必要である。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成28年度の実績及び成果

（１）平成28年度の実績（取組） （２）平成28年度の成果

修繕を８箇所実施した。
維持管理に伴う寄洲除去を２箇所実施した。
伐採、倒木除去等を８箇所実施した。

　市の管理する河川において、被災箇所の修繕を実施した。また維持管
理に伴う寄洲除去・草木類の伐採を行い、景観の確保や災害の未然防
止を図ることができた。

数字を入れると「Ｈ」
が付きます。

元号選
択

年度～
年代～
年頃～不明
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0108030101040201 河川維持管理事業
建設部

土木課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤ 河川景観保全アダプト（里親）制度推進事業

☐

■

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

　寄洲除去や草木の伐採、修繕などの要望が多いことから、緊急性や優先箇所を見極めながら実施する。

　河川の点検を実施し、河川の寄洲除去や草木の伐採などの適正な維持管理に努め、災害を未然に防ぐ。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　維持補修の必要な河川が整備、修繕されることにより安全性が
確保されることに結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　準用河川及び普通河川の維持管理は管理者である市の責務で
あり、河川災害は市民生活に直結することからも妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　河川の維持管理については、高齢化に伴う苦情・要望が増加し
ており、修繕箇所や伐採等の要望件数が多いため、すべての要
望等に対応することは困難であり、成果が向上する可能性は低い
。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　河川災害を未然に防止するための維持管理事業であることから
、廃止・休止することはできない。要望件数に対して微量ではある
が、対応はしている。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 　河川アダプト制度は市民生活に直結している部分的な支障箇所
のみを対応しており、河川内の寄洲や伐採とは直接結びつかない
ので連携はできない。 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　必要最小限度内での修繕や補修であり、苦情・要望は増加して
いることから、事業費の削減余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　施工のための工事費積算・現場指導は、職員が担当することに
なる。これらは市職員でなければ対応できない業務となるため削
減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　事業実施については、市域全体の河川を対象としていることから
公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成29年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成30年度の方
向性
（具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0108030101040201 河川維持管理事業
担当部 建設部

担当課 土木課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 5 5

10 0 0

11 1,367 2,000 2,000

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

1,367 2,000 2,000

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 1,992 2,000 2,000

14 2,000 2,000 2,000

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

5,359 6,005 6,005

0 0

0 0

0 0

0 0

5,359 6,005 6,005

計 5,359 6,005 6,005

当初予算 6,005 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 6,005 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成28年度　（決算） 平成29年度　（当初予算） 平成30年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成28年度補正・流用状況 平成28年度特定財源内訳

平成28当初予算には平成27年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0108030101040202 事務事業名 県単急傾斜地崩壊対策事業
担当部 建設部

担当課 土木課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 猿渡　千弘

施策名 04 防災対策の推進 グループ 河川港湾グループ

基本事業名 02 災害危険箇所の整備 内線番号
会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 08 土木費 ■ Ｓ 63 年度～）

項 03 河川費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 河川管理費 根拠法令・条例等 鹿児島県県単急傾斜地崩壊対策事業補助金要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

工事箇所数 箇所 2 2 1 2 2

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

世帯数 戸 3,685 3,685 3,685 3,683 3,683

危険箇所数 箇所 338 338 338 336 336

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

土砂災害から住民の生命、財産を守る ％ 33 33 33 33 33

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

安全性が確保される ％ 31 31 31 31

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 5,422 11,850 10,428 11,450 15,000

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 9,078 0 0

千円 5,422 11,850 1,350 11,450 15,000

千円 10,844 23,700 20,856 22,900 30,000

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 10,844 23,700 20,856 22,900 30,000

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成29年度 （平成28年度

事務事業
コード

2781、2782

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

急傾斜地崩壊危険箇所において、土砂災害から住民の生命・財産の保護を図るため、防災工事などの対策工事を実施する。
１．傾斜度３０度以上
２．高さ５ｍ以上
３．人家５戸以上（５戸未満でも、官公署、災害時要援護者関連施設、学校、旅館等のある箇所を含む）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
27年度 28年度 29年度 30年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
急傾斜地危険箇所の防護区域内の住
民

イ
急傾斜地危険箇所の防護区域内の住
民

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
危険箇所数に対する整備済箇所数の割合＝
工事進捗率

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
危険箇所数に対する整備済箇所数の割合＝
工事進捗率（砂防関係）

イ

ウ

27年度 28年度 29年度 30年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

急傾斜地崩壊危険箇所に指定され、県単急傾
斜地崩壊対策事業の採択要件を満たしている
地区で、土砂災害から住民の安全確保を図るた
め、昭和６３年から事業導入を行ったものである
。県補助金が年々縮小されており、工事完成ま
でに期間を要するようになった。住民からは、早
期完成の要望がなされている。特に一昨年の豪
雨により、被災箇所が増えたため、要望箇所も
増加した。住民の生命・財産の保全に関する事
業であるため、要望箇所への早めの事業導入
が求められている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成28年度の実績及び成果

（１）平成28年度の実績（取組） （２）平成28年度の成果

隼人：溝上地区の測量設計委託を実施した。
国分：宇都良５地区の測量設計委託と工事を一部実施した。

隼人の溝上地区において測量設計委託が完了し、２９年度の工事発注
の準備が出来た。
国分の宇都良５地区においては、測量設計が完了し、工事を一部発注し
て、一部ではあるが、土砂災害から住民の生命・財産を守ることができる
ようになった。

数字を入れると「Ｈ」
が付きます。

元号選
択

年度～
年代～
年頃～不明

34



0108030101040202 県単急傾斜地崩壊対策事業
建設部

土木課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

☐ 　事業目的や採択基準が異なることから、統合・連携はできない。

■

☐

⑥

☐

■

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

事業を継続して事業を採択してもらい、急傾斜地の土砂災害から、住民の安全・財産を守る。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　急傾斜地崩壊の恐れのある危険箇所において、土砂災害から、
市民の生命・財産を守ることは、市の役割であり、安全性が確保さ
れることに結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　急傾斜地崩壊の恐れのある危険箇所において、土砂災害から、
市民の生命・財産を守ることは、市の義務であり、妥当性がある。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　急傾斜地崩壊危険箇所の防災対策を行うことで、危険箇所を減
少し、安全性の確保が図られ、成果向上につながる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　市内の急傾斜地崩壊危険箇所は多く、事業を廃止・休止すると
、災害危険箇所の整備がなされないこととなり、安全確保が図れな
くなる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

治山事業（林務水産課）
県営急傾斜地崩壊対策事業

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　整備基準に基づいての整備であるが、危険箇所ごとの状況を精
査しながら工法を検討し、事業費の削減及び市の負担の軽減を
図る。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　用地無償譲渡に向けた地権者との交渉や工事費積算・現場指
導を職員が担当することになる。これらは、市職員でなければ対応
できない業務となるため、削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　市内全域における急傾斜地崩壊の恐れのある危険箇所を整備
する事業であり、対象は要援護者施設や公共施設等様々であるこ
とから、公平性は確保されている。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成29年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

急傾斜地危険箇所の防災工事のため、事業採択が必要となるので、箇所に応じた適正な工法等を検討し、採択に向けて県との
協議を密に実施する。

（３）平成30年度の方
向性
（具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性

35



0108030101040202 県単急傾斜地崩壊対策事業
担当部 建設部

担当課 土木課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 5,622 4,275

14 0 0

15 15,234 18,625 30,000

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

20,856 22,900 30,000

0 0

10,428 11,450 15,000

0 0

9,078 0

1,350 11,450 15,000

計 20,856 22,900 30,000

当初予算 41,856 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 3,700 県支出金 県単急傾斜地崩壊対策事業費 10,428

▲ 3,700 その他 繰越金 9,078

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 38,156 0

0

0

0

0

合　計 19,506

事務事業
コード

事　務
事業名

平成28年度　（決算） 平成29年度　（当初予算） 平成30年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成28年度補正・流用状況 平成28年度特定財源内訳

補正第6号

平成28当初予算には平成27年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0108030101040601 事務事業名 総合治水対策事業
担当部 建設部

担当課 土木課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 猿渡　千弘

施策名 04 防災対策の推進 グループ 河川港湾グループ

基本事業名 06 治水対策の推進 内線番号
会計 一般会計 □ 単年度のみ

款 08 土木費 □

項 03 河川費 ■ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 河川管理費 根拠法令・条例等 特になし

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

浸水被害軽減区域 14 14 14 14 14

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

治水対策が必要な箇所

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

浸水、冠水がなくなる。

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

水害の被害が軽減される

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 113,200 0 0 39,900 254,000

千円 0 119,000 16,096 0 0

千円 54 166 3,400 5,000 37,453

千円 113,254 119,166 19,496 44,900 291,453

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 113,254 119,166 19,496 44,900 291,453

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成29年度 （平成28年度

事務事業
コード

2781、2782

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

H16

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　国分市街地及び国分、隼人地区の天降川流域周辺部で、豪雨時に発生している床上・床下浸水並びに道路が冠水するなどの被害を低減するた
めに、排水施設の新設・改良、貯留施設の整備などによる対策を行うものである。
　平成１６年度からは河川、農用地及び市街地を一体的に捉えた「総合治水対策」の基本構想および基本計画を作成し、現在までに国分府中地区
や国分中央四丁目付近の一部排水路の改良工事を完了している。また、隼人地区の姫城地区における治水対策の基本計画を作成済みである。
　現在、これまでの「霧島市総合治水対策」の具体的内容及び整備効果を検証し、現時点での地形的特性や流域の現状と将来予測（構想）、排水
施設の現状と課題等を踏まえた「総合治水対策」を策定しており、今後も短期計画に基づき、実現可能な事業の実施を行っていく。現在は国分福
島地区の排水路整備及び隼人姫城地区の排水機場整備等の短期計画に基づいた事業に取組んでおり、事業完成後にはその流域での効果を発
揮するものとなる。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
27年度 28年度 29年度 30年度

ア ｈa

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
浸水被害を受けると予想される住民と
地域

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
豪雨時における浸水被害の低減が図
られる

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

27年度 28年度 29年度 30年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

各地区の住民より早急な浸水解消の要望が寄
せられている。国分中央地区の早急な治水対
策の実施を望む意見が多い。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成28年度の実績及び成果

（１）平成28年度の実績（取組） （２）平成28年度の成果

国分中央地区：排水路整備の実施設計
名波地区：排水路整備の実施設計、工事の発注
山下町地区：排水路の調査設計を実施
隼人町東郷地区：浸水対策調査を実施
隼人町姫城地区：排水機場建設予定地の建物補償調査の実施
横川町下ノ：中迫川改修の実施設計、工事発注

　国分中央地区、名波地区の排水路整備の調査設計を実施し、工事発
注の準備と、名波地区においては工事を発注した。
　山下町においては排水路の調査設計を実施し、工事の準備が出来た。
　隼人町東郷地区では、浸水対策調査を実施し、対応策の具体案を導
いた。
　隼人町姫城地区は買収予定地の建物補償調査を実施し、用地交渉に
向けた準備が出来た。
　横川町下ノの中迫川改修工事を発注した。

数字を入れると「Ｈ」
が付きます。

元号選
択

年度～
年代～
年頃～不明
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0108030101040601 総合治水対策事業
建設部

土木課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

☐

■

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　浸水被害が発生している箇所の多くが住宅密集地に位置してお
り、用地確保及び工事に多額の経費が必要となるが、施設設置場
所を道路等の公共用地を最大限に利用し、工法を新たに検討し
ていくことで削減できる。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　地元説明会、用地取得のための地権者との交渉、施設設計の
委託費積算や工事費積算及び現場指導を職員が担当することに
なる。これらは、市の職員でなければ対応できない業務のため削
減できない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成29年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　「総合治水計画」に基づき、継続して事業を実施してゆくが、どの地区の事業完了にも多大な事業費と期間が必要になることから
、維持補修等で軽微な効果が期待できるものについては、別途取り組んでゆく。
　福島地区排水路整備の継続実施、隼人姫城地区、国分中央地区、国分名波地区、国分山下町地区、横川町下ノの中迫川の
改修整備の完成を目指す。

（３）平成30年度の方
向性
（具体的な取組）

平成２９年度に引き続き、隼人姫城地区の排水機場建設に向けた、用地取得及び設計を実施する。また軽微な効果が期待できる
箇所についても取組む予定である。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0108030101040601 総合治水対策事業
担当部 建設部

担当課 土木課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 13,496 5,000 98,000

14 0 0 1,000

15 6,000 39,900 160,000

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0 26,600

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0 5,853

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

19,496 44,900 291,453

0 0

0 0

0 39,900 254,000

16,096 0

3,400 5,000 37,453

計 19,496 44,900 291,453

当初予算 119,166 区分 名称 金額

補正予算 21,900 その他 特定建設事業基金繰入金 16,096

21,900 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 141,066 0

0

0

0

0

合　計 16,096

事務事業
コード

事　務
事業名

平成28年度　（決算） 平成29年度　（当初予算） 平成30年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成28年度補正・流用状況 平成28年度特定財源内訳

補正第3号

平成28当初予算には平成27年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0111020101040701 事務事業名 補助河川施設災害復旧事業
担当部 建設部

担当課 土木課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 猿渡　千弘

施策名 04 防災対策の推進 グループ 河川港湾グループ

基本事業名 07 災害復旧対策の推進 内線番号 2781

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 11 災害復旧費 ■ Ｓ 26

項 02 公共土木施設災害復旧費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 土木施設災害復旧費 根拠法令・条例等 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

公共施設被災復旧箇所数 箇所 8 8 40 0 0

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

被災箇所（市全域）

市民

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

被災箇所が復旧される

災害から市民の安全を守る

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

被災箇所が安全になる

日常的な生活を送ることができる

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

被災箇所の早急な復旧が望まれている。 千円 9,043 6,103 32,226 6,003 6,003

千円 0 0 0 0 0

千円 7,800 3,000 28,000 3,700 3,700

千円 0 0 2,465 0 0

千円 4,520 47 27 247 247

千円 21,363 9,150 62,718 9,950 9,950

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 21,363 9,150 62,718 9,950 9,950

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成29年度 （平成28年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

台風や大雨などの異常な自然現象により被災した、市が管理する普通河川・準用河川などの土木施設の復旧を図る。　
　普通河川：99河川　157.09ｋｍ　準用河川：65河川　100.08ｋｍ　

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
27年度 28年度 29年度 30年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

27年度 28年度 29年度 30年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成28年度の実績及び成果

（１）平成28年度の実績（取組） （２）平成28年度の成果

【公共災害】
　　　　　　　　　河川災害　　　４０箇所　　　　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　

　被災箇所の早急な復旧により、５箇所の復旧が終わり、二次災害が防
止され市民生活の安全が図られた。残りの３５箇所は、発生時期が遅か
ったため繰り越し早期完成を目指す。

数字を入れると「Ｈ」
が付きます。

元号選
択

年度～
年代～
年頃～不明
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0111020101040701 補助河川施設災害復旧事業
建設部

土木課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

　前年度に引き続き、災害が発生した場合は、災害復旧の早期着手に努める。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　災害復旧事業は、原形復旧が原則であり、国の災害査定がある
ため、事業費の削減はできない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　工事事務や現場対応等は市の職員でなければ対応できない業
務であり、削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成29年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　公共施設災害の軽減や、災害を未然に防止するために、適切な維持管理（パトロール・修繕等）を実施する。被災箇所があれば
早急に災害査定の準備をし、復旧に努める。

（３）平成30年度の方
向性
（具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0111020101040701 補助河川施設災害復旧事業
担当部 建設部

担当課 土木課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 14,401 800 800

14 0 0

15 48,317 9,000 9,000

16 0 0

17 公有財産購入費 0 100 100

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 50 50

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

62,718 9,950 9,950

32,226 6,003 6,003

0 0

28,000 3,700 3,700

2,465 0

27 247 247

計 62,718 9,950 9,950

当初予算 9,150 区分 名称 金額

補正予算 342,200 国庫支出金 現年補助土木災害復旧費 32,226

7,200 地方債 公共土木施設災害復旧事業債（単独） 14,400

110,000 地方債 公共土木施設災害復旧事業債（補助） 13,600

225,000 その他 繰越金 2,465

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 800 0

予算合計 352,150 0

0

0

0

0

合　計 62,691

事務事業
コード

事　務
事業名

平成28年度　（決算） 平成29年度　（当初予算） 平成30年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成28年度補正・流用状況 平成28年度特定財源内訳

補正第2号

補正第3号

補正第4号

平成28当初予算には平成27年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0111020101040702 事務事業名 単独河川施設災害復旧事業
担当部 建設部

担当課 土木課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 猿渡　千弘

施策名 04 防災対策の推進 グループ 河川港湾グループ

基本事業名 07 災害復旧対策の推進 内線番号 2781

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 11 災害復旧費 ■ Ｓ 26 年度～）

項 02 公共土木施設災害復旧費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 土木施設災害復旧費 根拠法令・条例等 特になし

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

単独施設被災復旧箇所数 箇所 7 8 7 8 8

応急措置対応箇所数 箇所 8 5 102 5 5

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

被災箇所（市内全域）

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

災害から市民の安全を守る

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

被災箇所が復旧される

日常的な生活を送ることができる

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 32,321 12,106 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 33,200 6,000 3,300 4,700 0

千円 0 0 0 0 0

千円 47,563 44 76,183 2,350 7,050

千円 113,084 18,150 79,483 7,050 7,050

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 113,084 18,150 79,483 7,050 7,050

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成29年度 （平成28年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

台風や大雨などの異常な自然現象により被災した、市が管理する普通河川・準用河川などの応急的な措置を行い、土木施設の復旧を図る。　
　普通河川：99河川　157.09ｋｍ　準用河川：65河川　100.08ｋｍ　

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
27年度 28年度 29年度 30年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

27年度 28年度 29年度 30年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

近年の気象状況の変化に伴い、局部的な豪雨
等による災害が発生している。被災箇所におい
ては、市民からの早急な復旧が望まれている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成28年度の実績及び成果

（１）平成28年度の実績（取組） （２）平成28年度の成果

【単独災害】
　　河川災害　７　箇所
【応急措置】　１０２箇所

　被災箇所の早急な復旧により二次災害が防止され、市民生活の安全が
図られた。

数字を入れると「Ｈ」
が付きます。

元号選
択

年度～
年代～
年頃～不明
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0111020101040702 単独河川施設災害復旧事業
建設部

土木課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

　継続して被災箇所の早期復旧に努める。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　単独災害復旧事業は、被災規模は小さくても原型復旧が原則で
あることから、事業費の削減はできない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　工事事務や現場管理等は、専門的な知識を要する業務であるこ
とから人件費の削減はできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成29年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　災害を未然に防止するために、適切な維持管理（パトロール・修繕等）を実施する。被災箇所があれば早急に応急措置を講じる
。

（３）平成30年度の方
向性
（具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0111020101040702 単独河川施設災害復旧事業
担当部 建設部

担当課 土木課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 10 10

10 0 0

11 3,620 5,000 5,000

250 150 150

0 100 100

0 0

0 50 50

0 0

3,370 4,700 4,700

0 0

0 0

0 0

12 0 40 40

0 40 40

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 75,863 1,000 1,000

15 0 1,000 1,000

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

79,483 7,050 7,050

0 0

0 0

3,300 4,700

0 0

76,183 2,350 7,050

計 79,483 7,050 7,050

当初予算 7,850 区分 名称 金額

補正予算 79,700 地方債 公共土木施設災害復旧事業債 3,300

2,000 0

77,700 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 800 0

予算合計 86,750 0

0

0

0

0

合　計 3,300

事務事業
コード

事　務
事業名

平成28年度　（決算） 平成29年度　（当初予算） 平成30年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成28年度補正・流用状況 平成28年度特定財源内訳

補正第2号

補正第4号

平成28当初予算には平成27年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0108040199999901 事務事業名 港湾関係各種協議会等参画事業
担当部 建設部

担当課 土木課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 猿渡　千弘

施策名 02 交通体系の充実 グループ 河川港湾グループ

基本事業名 02 鉄道・航空の路線確保及び港湾の整備促進 内線番号
会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 08 土木費 ■ 不明

項 04 港湾費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 港湾管理費 根拠法令・条例等 鹿児島県港湾協会会則第２２条・全国海岸教会規定

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

鹿児島県港湾協会及び全国海岸協会の年会費負担。

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

鹿児島県港湾協会及び全国海岸教会の年会費負担 団体 2 2 2 2 2

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

鹿児島県港湾協会及び全国海岸教会

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

運営を成り立たせる

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

利便性が確保できる

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 52 52 51 52 52

千円 52 52 51 52 52

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 52 52 51 52 52

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

鹿児島県港湾協会及び全国海岸協会の年会費の負担をした。

平成29年度 （平成28年度

事務事業
コード

2781・2782

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
27年度 28年度 29年度 30年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

27年度 28年度 29年度 30年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

27年度 28年度 29年度 30年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

鹿児島県港湾協会及び全国海岸協会の年会
費を負担してきた。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成28年度の実績及び成果

（１）平成28年度の実績（取組） （２）平成28年度の成果

鹿児島県港湾協会及び全国海岸協会から発信される、海岸・港湾に関
する情報等を得ることができた。

数字を入れると「Ｈ」
が付きます。

元号選
択

年度～
年代～
年頃～不明
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0108040199999901 港湾関係各種協議会等参画事業
建設部

土木課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦
　負担金事業のため、削減はできない。

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

鹿児島県港湾協会及び全国海岸協会で負担額が決定されるため、決定された負担金を負担する。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　負担金については、各協議会等で決定しており、削減はできな
い。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成29年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成30年度の方
向性
（具体的な取組）

鹿児島県港湾協会及び全国海岸協会で負担額が決定されるため、決定された負担金を継続して負担し、両協会から発せられる
情報等を得る。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0108040199999901 港湾関係各種協議会等参画事業
担当部 建設部

担当課 土木課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 51 52 52

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

51 52 52

0 0

0 0

0 0

0 0

51 52 52

計 51 52 52

当初予算 52 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 52 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成28年度　（決算） 平成29年度　（当初予算） 平成30年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成28年度補正・流用状況 平成28年度特定財源内訳

平成28当初予算には平成27年度からの繰越分を含む
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	H28 00-02-01-道路新設改良総務管理事務事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H28 01-01-06-港湾施設維持管理事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H28 01-02-01-新川北線道路整備事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H28 01-02-01-幹線市道整備事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H28 01-02-01-道路新設改良事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H28 01-02-01-辺地対策道路整備事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H28 01-02-01-過疎対策事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H28 01-02-02-県施行河川関係負担金事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H28 01-02-02-県施行港湾関係負担金事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H28 01-04-01-水門維持管理事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H28 01-04-02-河川維持管理事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H28 01-04-02-県単急傾斜地崩壊対策事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H28 01-04-06-総合治水対策事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H28 01-04-07-補助河川施設災害復旧事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H28 01-04-07-単独河川施設災害復旧事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H28 99-99-99-港湾関係各種協議会等参画事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート


